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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第47期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

①　連結計算書類の「連結注記表」

②　計算書類の「個別注記表」

株式会社ＫＳＫ

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につき
ましては、法令及び定款第17条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.ksk.co.jp/ir/meeting.html）
に掲載することにより、株主の皆様にご提供しております。

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　３社
・連結子会社の名称　　　　　株式会社ＫＳＫデータ

株式会社ＫＳＫテクノサポート
株式会社ＫＳＫ九州

②　非連結子会社の状況
　　非連結子会社はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
　持分法適用会社はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
ａ．満期保有目的の債券　　償却原価法（定額法）
ｂ．その他有価証券
・時価のあるもの　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

・時価のないもの　　　　移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
　ａ．商品　　　　　　　　　先入先出法
　ｂ．原材料　　　　　　　　先入先出法
　ｃ．仕掛品　　　　　　　　個別法
　ｄ．貯蔵品　　　　　　　　最終仕入原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定率法を採用しています。ただし、1998年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　６年～50年
工具器具備品　　　２年～20年
車両運搬具　　　　６年
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ロ．無形固定資産　　　　　　定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　　なお、耐用年数は法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る見込利用可能期間（５年）に基づく定額法、市場販売目
的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）
における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存販
売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を
計上する方法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

ロ．賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。

ハ．工事損失引当金　　　　　受注制作ソフトウェア開発に係る将来の損失に備えるため、
当連結会計年度末における受注制作ソフトウェア開発のう
ち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見
積もることができる契約について、損失見込額を計上して
おります。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　　　売上高及び売上原価の計上基準
　　　イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
　　　　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
　　　ロ．その他の契約
　　　　　　工事完成基準
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⑤　退職給付に係る会計処理の
方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため当
連結会計年度末における見込額に基づき計上しておりま
す。なお、退職給付債務及び勤務費用の算定に当たり、退
職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し
ております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用について
は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括
利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま
す。

⑥　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　令和2年3月31日）
を当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類より適用し、「3.会計上の見積りに関する注
記」に記載しております。

－ 3 －
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３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ
て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がある事項は、次のと
おりであります。

（繰延税金資産）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産：1,016百万円（繰延税金負債控除前）
⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは、回収が見込まれると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を
計上しております。回収可能性の判断にあたっては、将来の利益計画に基づいた課税所得の
見積りによっております。将来の市場環境や経営成績の悪化により将来の課税所得が見込み
を下回る場合には、繰延税金資産を取崩し、費用として計上する可能性があります。
　なお、新型コロナウイルス感染症は依然として、社会経済活動に広範な影響を与えており、
今後の感染拡大や収束時期等を予想することは困難なことから、当該利益計画には、当連結
会計年度末時点で入手可能な外部の情報等を踏まえて、新型コロナウイルス感染症の影響が
2022年３月期の一定期間に亘り継続するとの仮定が含まれております。

４．連結損益計算書に関する注記
⑴　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額　0百万円
⑵　研究開発費の総額　　　 57百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 発 行 済 株 式 の 総 数

普 通 株 式 7,636,368株

⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,629,571株 50,130株 9,840株 1,669,861株

（注）自己株式の増加50,130株のうち50,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による
増加、130株は単元未満株式の買取りによる増加であります。
自己株式の減少9,840株はストック・オプション行使による減少であります。

－ 4 －
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金の支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
の 配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 0 年 6 月 2 6 日
第46期定時株主総会 普通株式 330百万円 55円 2020年3月31日 2020年6月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

上記の事項については、次のとおり決議を予定しております。

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
の 配 当 額 基 準 日 効力発生日

2 0 2 1 年 6 月 2 9 日
第47期定時株主総会 普 通 株 式 利益剰余金 459百万円 77円 2021年3月31日 2021年6月30日

⑷　当連結会計年度の末日において当社が発行している新株予約権の目的となる株式の
　種類及び数
　　　普通株式　178,230株

－ 5 －
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　　当社グループは、資金繰計画に照らし、一時的な余資については安全性の高い金融商品

で運用し、デリバティブを使った投機的な取引は行わない方針であります。
②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクがあります。
　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び株式であり、上場株式及び
時価のある債券の市場価格変動リスクがあります。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが計上月の月末から１ケ月以内に支払うことを
基本としております。

　③　金融商品に係るリスク管理体制
　イ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　　当社グループは、営業債権について与信管理規程（グループ共通）に従い定期的に取
引先への与信限度額の確認が行われ、経理担当部門が取引先ごとに支払期日及び残高を
管理することで、財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。

　　満期保有目的の債券は、経理規程の資金運用細則に従い、格付の高い債券のみを対象
にしているため、信用リスクは僅少であります。

　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価の把握をし、満期保有目的の債

券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見
直しております。

　ハ．資金調達に係る流動性のリスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　　当社は、各部署からの報告に基づき、経理担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の確認をすることなどにより流動性を管理しております。
　　連結子会社においても、同様の管理を行っております。

　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には取引金融

機関から提供された価格に基づき、合理的に算定された価額が含まれております。
　　当該価額の算定においては、変動要因を織込んでいるため、異なる前提条件を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。
　⑤　信用リスクの集中

　　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権の内、約28％が特定の企業集団に対
するものであります。

－ 6 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　　2021年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

連結貸借対照表計上額(＊) 時　価(＊) 差　額

百万円 百万円 百万円
⑴　現金及び預金 6,453 6,453 －
⑵　受取手形及び売掛金 3,595 3,595 －
⑶　有価証券及び投資有価証券 5,640 5,610 △29
⑷　買掛金 (176) (176) －
⑸　未払法人税等 (658) (658) －

　(＊)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(注1)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

　⑶　有価証券及び投資有価証券
　これらの時価については、株式及び債券は取引所の価格又は取引金融機関から提供され
た価格に基づいて算出しております。

　⑷　買掛金、及び⑸　未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

(注2)　非上場株式等(連結貸借対照表計上額20百万円)は、市場価格が無く、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「⑶　有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注3)　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

1年以内
（百万円）

1年超
5年以内

（百万円）

5年超
10年以内

（百万円）
10年超

（百万円）

　現金及び預金 6,453 － － －
　受取手形及び売掛金 3,595 － － －
　有価証券及び投資有価証券
　　満期保有目的の債券
　　⑴　社債 700 1,800 700 －
　　⑵　その他 500 1,200 － －

合計 11,249 3,000 700 －

－ 7 －
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７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,076円29銭
⑵　１株当たり当期純利益 256円47銭

８．重要な後発事象に関する注記
　当社は、2021年１月29日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社
ＫＳＫテクノサポートを存続会社、同じく当社連結子会社である株式会社ＫＳＫデータを
消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行うことを決議し、2021年
４月１日付で吸収合併いたしました。

⑴　取引の概要
①　結合当事企業の名称及び事業の内容

結合企業の名称　：　株式会社ＫＳＫテクノサポート
事業の内容　　　：　コンピューターのネットワーク関連事業（設計･構築･運用･保守）

被結合企業の名称：　株式会社ＫＳＫデータ
事業の内容　　　：　人材派遣、アウトソーシング、情報処理サービス、介護事業

②　企業結合日
2021年４月１日

③　企業結合の法的形式
株式会社ＫＳＫテクノサポートを存続会社、株式会社ＫＳＫデータを消滅会社とする吸収
合併

④　結合後企業の名称
株式会社ＫＳＫテクノサポート

⑤　その他取引の概要に関する事項
本合併は、当社グループにおける事業再編の一環として、連結子会社間の経営資源の有効
活用と経営の効率化、及び市場環境の変化や多様化する顧客ニーズへの対応力を高めるこ
とを目的としております。

⑵　実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）及び「企業
結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号
平成31年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理を実施する予定であります。

－ 8 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ．満期保有目的の債券　　　償却原価法（定額法）
ハ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
イ．商品　　　　　　　　　　先入先出法
ロ．原材料　　　　　　　　　先入先出法
ハ．仕掛品　　　　　　　　　個別法
ニ．貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法を採用しています。ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　６年～50年
工具器具備品　　　２年～20年
車両運搬具　　　　６年

②　無形固定資産　　　　　　　定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　なお、耐用年数は法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る見込利用可能期間（５年）に基づく定額法、市場販売目
的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）
における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存販
売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を
計上する方法を採用しております。
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③　長期前払費用　　　　　　　均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき
支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退
職給付債務及び勤務費用の算定に当たり、退職給付見込額
を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理
しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理しております。

④　工事損失引当金 受注制作ソフトウェア開発に係る将来の損失に備えるた
め、当事業年度末における受注制作ソフトウェア開発のう
ち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見
積もることができる契約について、損失見込額を計上して
おります。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　　売上高及び売上原価の計上基準

　　イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
　　　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
　　ロ．その他の契約
　　　　　工事完成基準

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤

務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており
ます。
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２．表示方法の変更に関する注記
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　令和2年3月31日）
を当事業年度の年度末に係る計算書類より適用し、「3.会計上の見積りに関する注記」に記
載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事
業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がある事項は、次のとおりであります。

（繰延税金資産）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産：814百万円（繰延税金負債控除前）
⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　連結注記表（３．会計上の見積りに関する注記）に記載した事項と同一であるため、個別
注記表における記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
　　関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 40百万円
②　短期金銭債務 19百万円

５．損益計算書に関する注記
⑴　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 0百万円
⑵　研究開発費の総額 57百万円
⑶　関係会社との取引高

①　売上高 2百万円
②　仕入高 160百万円
③　営業取引以外の取引高 124百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,629,571株 50,130株 9,840株 1,669,861株

(注）自己株式の増加50,130株のうち50,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による
増加、130株は単元未満株式の買取りによる増加であります。
自己株式の減少9,840株はストック・オプション行使による減少であります。
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は以下のとおりであります。

繰延税金資産
・未払事業税 30百万円
・投資有価証券評価損否認 20百万円
・未払社会保険料否認 51百万円
・賞与引当金否認 344百万円
・退職給付引当金否認 369百万円
・長期未払金否認 59百万円
・その他 82百万円

小計 958百万円
・評価性引当額 △143百万円

繰延税金資産合計 814百万円
繰延税金負債

・圧縮積立金 △0百万円
・資産除去債務 △3百万円
・その他有価証券評価差額金 △114百万円
・その他 △3百万円

繰延税金負債合計 △123百万円
繰延税金資産の純額 691百万円

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社との取引

種 類
会 社 等 の
名 称 又 は
氏 名

所在地 資 本 金 事業の内容
議決権等の
所有(被所
有 ） 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
株 式 会 社
ＫＳＫテクノ
サ ポ ー ト

東京都
稲城市 50百万円 ネットワーク

サービス事業
直接

100％ 役務の受入

通信、コンピ
ュータ関連シ
ス テ ム の
構築等の外注

101百万円 買 掛 金 9百万円

事務支援の業
務受託 90百万円 － －

従業員教育の
受託 22百万円 － －

（注）外注取引については、市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,548円18銭
⑵　１株当たり当期純利益 192円59銭
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